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※ 各法人の年度計画に係る業務実績を検証願います(提出期限 7 月 20 日(金))。検証は法人ごとに行うもので、法人間の比較を行うものではありません。 

 

県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 
 
２－１－１ 効果的な組織体制の確立 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

    ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

    ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

項目番号 19 
１ 効率的かつ効果的な組織体制 
の充実 
医療環境の変化や県民の医療需

要に的確に対応できるよう弾力的
な診療体制づくりを進め、迅速で
柔軟性のある業務運営に努め、当
センターが有する各種機能が最大
限に発揮できる組織体制の充実を
図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 各種業務のＩＴ化の推進 
 人事給与システム、旅費システ
ム等の機能の見直しを随時実施
し、効率的な事務環境をつくりあ
げていく。 
 
 
 
 
 
３ アウトソーシング導入による 
合理化 
新たなアウトソーシングの導入

については、病院経営とのバラン
スを考慮しながら、委託内容や方
法などの見直しを行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
１ 効率的かつ効果的な組織体制の充実 
・平成 29 年度、新たに医療通訳業務を行う
専門職を加え、組織力の強化に努めた。 

 
○専門職等雇用状況（各年度末時点）       

 単位：人 

項目／年度  H27 H28 H29 

未収金整理業務 1 1 1 

診療報酬請求業務 1 1 1 

社会福祉士 1 1 1 

相談業務 1 1 1 

救急災害対策業務 1 1 1 

診療情報管理士 - 1 1 

医療通訳業務 - - 1 

医療クラーク 53 54 55 

病棟外来看護事務 ※ 28 29 22 

看護助手 ※ 78 77 75 

合計 164 166 159 

名称変更(H29)：看護クラーク→病棟外来看護
事務 

※は補助職 
 
 
 
２ 各種業務の IT 化の推進 
・ ASP サ ー ビ ス （ Application Service 
Provider Service：インターネットを通じ
て顧客にビジネス用アプリケーションをレ
ンタルするサービス）による人事・給与シ
ステムの活用や旅費計算ソフトにより、業
務の効率化を図った。 

 
 
 
３ アウトソーシング導入による合理化 
・庁舎管理部門（設備管理、清掃、防災他）、
情報システム関連部門や医業部門（給食、
医事業務、洗濯業務他）の専門的技能を必
要とする部門について、アウトソーシング
を導入し、業務の合理化を図っている。 

・導入したアウトソーシングについては、必
要に応じて委託内容や方法の見直しを実施
しており、給食業務について、平成 30年度
からの委託内容の拡大に向けた検討を行っ
た。また、医事業務については、平成 30
年度以降に向けたプロポーザルを実施し、
契約期間を３年とすることにより経費の節
減を図った。 
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項目番号 17 
１ 効率的かつ効果的な組織体制 
の充実 

・事務局に「施設整備課」を新設し、 
新棟整備と施設整備の連携強化
及び機能充実を図る。 

・電子カルテ等医療情報の整備推進
のため、「医療情報システム開発
部」を新設する。 

・平成２９年２月に設置した「感染
管理部」において、感染対策の機
能強化と体制の充実を図る。 

・医療相談室と医療連携室を統合し
て「医療連携相談課」とし、相互
の連携を強化することにより、前
方支援（紹介患者の受入、早期医
療相談など）と、後方支援（逆紹
介、転院調整、在宅医療の支援な
ど）の充実と円滑に推進する体制
づくりを進める。 

 
２ 各種業務のＩＴ化の推進 
・職員向けのＩＴ研修を実施し、各

種業務のＩＴ化に順応できるよ
う個々の職員のスキルアップを
図る。 

・医療総合情報システムなどの各種
端末の見直しや、ネットワークの
合理化とセキュリティの向上を
図るなどのＩＴ環境整備を進め
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ アウトソーシング導入などに
よる合理化 

・アウトソーシングを導入している
物流管理システム（ＳＰＤ）は、
材料消費データの精緻化を行う
とともに、使用データなどの分析
を行い、業務精度の向上を図る。 

・給食業務委託において、食材購入
を含めた単価契約方式の導入を
し、効率化及び費用削減、事務業
務負担軽減による栄養食事指導
等の体制強化を進める。 

・各種業務の合理化を目的に、アウ
トソーシングの導入又は見直し
を検討し、業務のスリム化を図

 
 
１ 効率的かつ効果的な組織体制の充実 
・ 管理課と企画財務課の業務見直しによ
り用度システム管理室、施設整備課、企
画財務課に改編し、事務局の組織・業務
体制の見直しを行った。 

※ 平成 30 年度に用度システム管理
室、施設整備課、企画財務課を管
理課、新棟整備室、企画財務室に
改編 

・ 医療情報システム開発部、感染管理部
の新設、医療相談室と医療連携室を統合
して医療連携相談課へ改編した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 各種業務のＩＴ化の推進 
・ Microsoft Office や携帯情報端末などの

ＩＴ研修会を年７回実施し、職員のスキ
ルアップを促進した。 

・ スマートＰＤＡ（看護業務支援携帯端
末）にカメラ機能を追加し、撮影画像を
医療総合情報システム（電子カルテ）へ
転送できるよう看護師の業務軽減を行っ
た。 

・ 医療総合情報システム（電子カルテ）
については、稼働後 14 年間を計画期間と
して再構築することとし、電子カルテ本
体の更新とともに各部門システムを包括
した設計を行った。平成 30 年 2 月には、
提案型プロポーザルにより更新契約の業
者を選定し、平成 30 年度中のシステム構
築、平成 31 年 5 月の本格稼働に向け、計
画的に準備を進めた。【再掲：№01】 

 
３ アウトソーシング導入などによる合理化 
・ 患者給食業務委託において、食材購入
を含めた単価契約方式を導入したことに
より、管理栄養士の食材管理に関する業
務負担が軽減し、栄養管理及び栄養指導
業務を充実させることができた。特に栄
養管理は介入件数が倍増した。 

栄養管理件数（28 年度：1,044 件 
29 年度：2,140 件） 
栄養指導件数（28 年度：5,164 件 
29 年度：5,113 件） 

・ 人事給与システム保守点検業務委託、
患者給食業務委託を委託業務評価の対象
とし、業務が契約内容に基づき適切に実
施されているかを検証し、改善や意識向
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項目番号 16 

１ 効率的かつ効果的な組織
体制の充実 
理事長と院長の職務と権限

を明確化したことにより、効率
的な病院管理を行うとともに、
経営改善に努力していく。また
当院の理念を職員全員が理解
し、その実現に向けて組織的に
取り組むため、次のとおり職種
間のコミュニケーションや相
互連携を深める。 
・幹部会を活用し、組織の意志
を明確にするとともに、管理
会議等で情報共有を図る 

・職員一人ひとりが医療スタッ 
フ毎の役割と義務を自覚し、 
職務に取り組む 
 

２ 各種業務のＩＴ化の推進 
人事給与システム、旅費シス

テム、経営管理システムなどＩ
Ｔを活用した各種事務合理化
を進める。 
 

３ アウトソーシング導入に
よる合理化 
定期的な業務についてはア

ウトソーシングの導入を検討
する。 
 
 
 
 
 
４ 経営効率の高い業務執行
体制の充実 
経営企画機能を強化するこ

とで、経営効率の高い業務執行
体制を充実するとともに、職員
の意見が反映されやすい風通
しの良い組織運営に努め、「企
業体意識」の向上を目指す。ま
た、定年を迎えた職員のうち、
病院経営に寄与すると認めら
れる職員については定年延長
や再雇用に努める。さらに、各
種経営分析を行い、その結果を
経営に活用する。 
 
 
 
 
 
 

 
 
１ 効率的かつ効果的な組織体制の充実 

引き続き経営企画部門を中心に病院の経営
分析・改善等に努め、医師確保・病院経営改善
等に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２ 各種業務のＩＴ化の推進 

人事給与システム・旅費システム等を活用
し、事務の合理化を進めた。 

 
 
 
３ アウトソーシング導入による合理化 
アウトソーシングの導入可能な定期的な業

務の検討したほか、外部に委託した全ての委託
事業について見直しを行った。 
【業務委託件数】 

27 年度 28 年度 29 年度 

72 件 74 件 77 件 
 
 
４ 経営効率の高い業務執行体制の充実 
・毎月最終木曜日開催の管理会議に職員の代表 

者２名がオブザーバーとして参加。必要に応 
じ行われる労使間の協議会や意見交換会で 
交わされた業務や経営に関する意見や提案 
などを病院運営に反映させ、風通しの良い職 
場づくりに努めた。 

【労使協議会回数】12回 
・28年度末で定年となる職員について、本人 
の勤務評価・能力等を考慮した上で、病院経 
営に寄与すると認められる職員の定年延長 
（技師長 1名）や非常勤専門職としての再雇 
用（看護師 1名、コメディカル 1名）を行い、 
引き続き雇用した。 

・月次決算状況を理事長に提出する際、月次の 
キャッシュフローを添付し、資金の流れや資 
金量を常に注視する体制に引き続き努めた。 

・平成 27年度に締結したユニオンショップ協 
 定を機に、労使による適正な労働環境の向上 
 に引き続き努めた。 
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４ブロック：2-1-1 効果的な組織体制の確立 ～ 2-2-3 費用の削減 

 

資料③-2-4 
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

   ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

    ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

    ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

４ 経営効率の高い業務執行体制 
の確立 
事務局職員の病院運営や医療事

務等に係る能力向上を支援するこ
とで、経営環境の変化に対応でき
る業務執行体制を整備する。 
また、定年を迎えた職員のうち、

病院経営に寄与すると認められる
職員を再雇用することで、質の高
い業務執行を推進する。 
さらに、非常勤職員の定年制及

び評価制度を確立し、その能力向
上を図り、質の高い業務執行体制
を整備する。 
 
 
５ 危機管理事案等発生時におけ 
る情報共有体制の確立 
危機管理事案発生時において、

情報を収集・共有し、関係機関へ
提供できる体制を整備し、職員へ
の周知を図る。 

 

４ 経営効率の高い業務執行体制の確立 
・経営分析等を行うことで、薬品や診療材料
の購入価格や委託業務の複数年契約等の経
営改善すべき点の把握に努め、効率的な病
院運営を図るための方策等を検討した。 

・非常勤職員の再雇用制度を活用し、質の高
い医療の提供に寄与すると認められる看護
師、管理栄養士等を再雇用し、更なる充実
を図った。 

・平成 28年度に改正した非常勤職員の就業規
則に関し、契約更新時の基準及び無期労働
契約時の労働条件を検討・整備した。また、
平成 28 年度に引き続き人事評価を実施し
た。 

 
 
５ 危機管理事案等発生時における情報共 
有体制の確立 

・岐阜県医療事故調査等支援団体連絡協議会
に参加し（H30.1開催）、医療事故の現状把
握と関係機関との情報共有を行った。 

る。 
 
 
 
 
 
 
 
４ 経営効率の高い業務執行体制
の確立 

・今年度の診療・経営方針（重点事
項・目標）の明確化・共有化を図
り、その進捗管理に努める。 

・「病院経営に関するコンサルタン
ト業務」を引き続き活用し、費用
の節減を図る。 

・委託業務評価システムを推進し、
業務委託の改善、向上を図る。 

・職員の診療情報管理士など経営に
関する資格取得や、経営企画能力
の向上のための研修会などの参
加促進を支援する。 

・再雇用制度等を推進し、有能な人
材の確保に努める。 

 
 
５ 危機管理事案等発生時におけ
る情報共有体制の確立 

・すでに構築した「緊急時連絡フロ
ー」や「院内暴力対応マニュアル」
などでの警察、消防、保健所への
連絡体制について検証を行い、改
善を進める。 

・引き続き、緊急連絡システム配信
試験を実施し、緊急連絡網の改善
と周知をする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上を図った。 
※平成 27 年度に委託業務評価に関する実
施要領を制定し、業務委託契約の内容を
点検、評価している。各委託業者自己評
価に基づき内容を検証し、次年度以降の
改善・向上に寄与している。 

 
 
４ 経営効率の高い業務執行体制の確立 
・ 契約業務の適正化、及び改善・向上対
策を図るため、医療コンサルタントを活
用した。また、委託業務評価を行い、そ
の評価結果に基づき契約内容を検証し、
必要に応じて改善及び向上を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 危機管理事案等発生時における情報共
有体制の確立 

・ 訓練に併せて配信試験を２回実施した
ほか、職員への情報伝達をより確実にす
るため、重層的な連絡システムの導入の
検討を進めた。 

 

 
５ 危機管理事案等発生時に
おける情報共有体制の確立 
危機管理事案発生時には、病

院全体で対応できるよう、幹部
会などを活用した速やかな情
報共有体制の構築を図るとと
もに、関係機関への適切な情報
提供を行う。 
 

 
５ 危機管理事案等発生時における情報共有 
体制の確立 

・毎朝行う幹部会において、危機管理事案の報 
告と併せて対策を講じるとともに、管理会議 
において情報共有を行った。 

・夜間の防犯体制強化のため、夜８時以降（売 
 店閉店時間）の１階通路を制限するととも 
 に、警備員による巡視点検回数を増やした。 
【No.2 再掲】 
・災害対策マニュアルを見直し、災害レベルに 
 応じた参集基準を定め、災害発生時における 
 院内体制を整備した。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的に取組ができて

いるが、平年並みの実

績と評価 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
食材管理を含めて患者

給食業務を外部委託し

たことにより、管理栄養

士が栄養管理・栄養指導

業務に専念できる環境

を整えることができ、効

果が得られたが、項目全

体としては平年並みの

実績と評価 

 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実

施できているが、平年並

みの実績と評価。 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
２－１－２ 診療体制及び人員配置の弾力的運用 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

     ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 
・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

  ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

項目番号 20 
１ 弾力的運用の実施 
医療需要や患者動向の変化に迅

速・柔軟に対応した診療科の変更、
医師・看護師等の配置の弾力的運
用を行う。 
 
 

２ 効果的な体制による医療の提 
 供 
常勤以外の雇用形態を含む多様

な専門職の活用等、効果的な体制
による医療の提供に努めるととも
に、医師事務作業補助職員及び看
護補助職員による医療職サポート
システムの充実を図る。 
 
 
 
 
 

３ ３法人間の人事交流による適 
正な職員配置 
地方独立行政法人岐阜県立多治

見病院及び地方独立行政法人岐阜
県立下呂温泉病院間で、職種の特
殊性に配慮し、人事交流を行うこ
とで、職種による人材の過不足を
相互に補い、適正な職員配置を実
現する。 

 

 
 
１ 弾力的運用の実施 
・平成 29年度、診療部門に胆膵内科を設置し、

医療需要の変化や患者動向に迅速に対応し
た。 

 
 
 
２ 効果的な体制による医療の提供 
・医療職サポートシステムの強化、充実を図
るため各種クラークを採用した。 

 
○医師・看護師事務作業補助者数（年度末現在）  
                              単位：人 

項目／年度 H27 H28 H29 

医療クラーク 53 54 55 

病棟外来看護事務 28 29 22 

合計 81 83 77 

※再掲 
 
３ ３法人間の人事交流による適正な職員
配置 

・人事交流により、平成 29年度は助産師１人 
を受け入れた。 

○他法人職員の受入状況   単位：人             

項目／年度 H27 H28 H29 

看護師 0 0 1 

コメディカル 0 0 0 

合計 0 0 1 
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項目番号 18 
１ 弾力的運用の実施 
・各診療部門の状況や患者
動向の変化に迅速に対応
できるよう、医師、看護
師、臨床心理士等の人事
配置で弾力的な運用を行
う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 効果的な体制による医 
療の提供 

・医師クラークキャリア形
成支援制度を活用し、個
人の資質向上を目指すこ
とで弾力的な配置体制や
業務のフォローアップ体
制を強化し、医師の負担
軽減と質の高い業務の提
供を目指す。 

・病棟・外来看護事務補助
者、看護補助者の強化に
より、看護師の負担軽減
を図る。 

・連携パスコーディネータ
ーによる地域連携クリニ
カルパスの普及や運用の
推進を継続する。 

 
 
３ ３法人間の人事交流に 

よる適正な職員配置 
・適正な職員確保及び配置
を図るため、地方独立行
政法人岐阜県総合医療セ
ンター及び地方独立行政
法人岐阜県立下呂温泉病
院との間で、人事交流調
整を引き続き進める。特
に看護師、薬剤師、とい
った医療技術職員を相互
に派遣し、各地域におけ
る医療サービスの水準を
維持する。 

 
 

 
 
１ 弾力的運用の実施 
・ 血液浄化センターの本格稼働にともない、看護

師等を必要数配置し、関係部門との連携を強化し
たことにより透析導入期の患者や維持透析が必
要な紹介患者の円滑な受け入れが可能となった。 

・ 定年退職後、再雇用した放射線技師 2 名のうち
1 名を医療連携業務に従事させ、そのキャリアを
生かして地域の開業医との連携強化や住民を対
象とした健康づくり講座の充実を図った。 

・ 医療連携相談課医療連携担当に看護師 1 名を配
置し、連携予約体制の強化を図った。 

・ 看護師の業務負担軽減のため、介護福祉士 14
名とヘルパー5 名を採用し、病棟に配属した。【再
掲：№03】 

・ 精神保健福祉士１名を平成 30 年 2 月 1 日から 
精神科病棟に配属した。【再掲：№05】 

 
２ 効果的な体制による医療の提供 
・ 医師事務作業補助者については、43 名の人員
を確保し、医師事務補助体制 15 対１を継続して
充足することができた。電子カルテの操作訓練や
書類作成演習等、実務に即した研修を積極的に実
施し、個人の資質向上による質の高い医療の提供
を目指した。 

 
【研修の実施】 
① 日本医師事務作業補助研究会への参加（7 人） 

 学習した内容は、資料の回覧や医師クラークミ
ーティングでの発表により、全員にフィードバ
ック 

② 院内研修会の開催（17 回） 
③ 新規採用者に 35 時間の研修を実施 
 
 
 
 
 
３ ３法人間の人事交流による適正な職員配置 
・ 医師、看護師やコメディカルなどの医療従事者

の人事交流実績はなかった。 
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項目番号 17  

１ 弾力的運用の実施 
医療需要の変化や患者の

動向に迅速に対応するた
め、診療科の変更や医師・
看護師等の配置の弾力的運
用に努める。特に看護師に
ついては業務量に応じ柔軟
な職員配置を行う。 
また、病棟薬剤業務実施

加算の取得に向けて、薬剤
師の確保に努め、マニュア
ルや業務の具体的内容等を
整備するとともに、薬剤師
の病棟配置について検討を
行う。 
その他、障がい者雇用に

努め、適切な職員配置を促
進する。 
 
 
 
 
 
 
 

２ 効果的な体制による医 
療の提供 
職種の特殊性に基づき、

多様な勤務形態の非常勤専
門職を活用することで、効
率的に医療を提供する。 
また、各医療現場のニー

ズにあった適正な人材確保
に努める。 
医師事務作業補助者の業

務の質の向上、病棟事務補
助者の設置に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ ３法人間の人事交流に 
よる適正な職員配置 
地方独立行政法人岐阜県

総合医療センター及び地方

 

 
１ 弾力的運用の実施 
○柔軟な勤務配置 
看護部では、状況に応じてタイムリーな支援体

制を構築するよう入退院患者数や看護必要度の把
握と支援状況の周知を行った。 
業務量の多い時間帯に人員配置ができるよう病

院規程中の勤務時間パターンを増やし、患者の特
徴にあわせて配置を行った。（食事介助の必要な患
者が多い場合遅出の人数を増やす、手術開始時間
が遅い場合遅出で対応等業務量の多い時間帯へ流
動的に対応するなど） 

 
【全部署からの支援時間数】  単位：時間 

27年度 28年度 29年度 

3,889.5 3,711.0 2,532.1 
 
○病棟薬剤業務実施加算(●) 
薬剤師に係る欠員充当が実施できず、さらに労

働基準監督署の指導により勤務体制の見直しを行
ったため、病棟毎に担当者を貼り付けできなくな
り、加算の取得には至っていない。今後も欠員を
充当し、加算を取得することを目指す。 
 
 
２ 効果的な体制による医療の提供 
【多様な勤務形態の非常勤職員の活用】 
○看護部では看護協会ＷＬＢ（仕事とプライベー 
 トのバランスをとれるようにする取り組み）の推 
 進を受けて、働きやすい職場作りを目指し勤務体 
 制の検討に取り組んだ。 
 看護必要度の高い時間帯に人員が配置できるよ 
 うに遅出・早出時間の検討を行い、週 30 時間・ 
 週 35 時間勤務の非常勤職員も休日を含めた早 
 出・遅出勤務を行うことで効率的な７：１看護体 
 制の維持に取り組んだ。 
○医師事務作業補助者(医療クラーク)については、 
 計画的な配置により、医師の事務負担の軽減を図 
 った。 
・医師事務作業補助体制加算(40対１) 
○医事業務専門職の増員による受付業務等の直営 
 化 
・平成 27年度以降、外来受付と診断書受付等業務

を直営化し、効率的な業務遂行を図っている。 
 
【医師事務作業補助者数ほか】 

職 種 27 年度 28 年度 29 年度 

医師事務作業補助者 6 名 6 名  7名 

医療ｻｰﾋﾞｽ業務専門職 19 名 20 名 20 名 

※各年度 3.31時点 

 

 

３ ３法人間の人事交流による適正な職員配置 

平成 29 年度は岐阜県総合医療センターへ助産
師１名が出向した。引き続き必要に応じて３法人
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

     ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 
・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

  ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

独立行政法人岐阜県立多治
見病院との間での人事交流
を積極的に行うことで、適
正な人員配置を実現する。 
今年度も引き続き、職種

又は職位によって発生する
人員の過不足に対処するた
め、３法人間で相互に職員
を派遣し、医療サービスの
水準を維持する。 

 

間で相互に職員を派遣し、医療サービスの水準を
向上する。 
 
【他法人からの受入状況】 

職種 27年度 28年度 29年度 

薬剤師 - - - 

検査技師 - - - 

臨床工学技士 - - - 

計 0 名 0 名 0 名 
 
【他法人への出向状況】 

職種 27年度 28年度 29年度 

看護師 - - - 

助産師 - - 1名 

薬剤師 - - - 

計 0 名 0 名 1名 
 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 
 

 

自己評価理由 

 
継続的に取組ができて

いるが、平年並みの実績

と評価 

 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
血液浄化センター稼働

に伴う柔軟な職員配置、

介護福祉士等の採用に

よる病棟看護師の負担

軽減等、一定の成果は得

られたが、項目全体とし

ては、平年並みと評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 
・病棟薬剤業務実施加算（●） 
 現在、、各病棟に薬剤師を配置し薬剤管理指導業務を含め
た業務を展開している。また、担当薬剤師によるカンファレ
ンスなどを行い資質向上にも努めている。 
 しかし、薬剤師の欠員補充ができず実施加算の算定要件を
満たさないため、引き続き人員の確保に努める。 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実

施できているが、平年並

みの実績と評価。 

 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
２－１－３ 人事評価システムの構築 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

        ・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

       ・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

 

 

 
 

 

 

 

項目番号 19 

１ 人事評価システムの構  
築 
・本格実施した人事評価制
度のさらなる見直しを行
い、目標管理、職員の人
材育成、人事管理・処遇
に活用する。 

 

 
 
１ 人事評価システムの構築 
・ 病院全体の重点項目及び数値目標に対し、職
員個人・部門組織等で目標を設定し、その貢献
度により手当を支給する業務貢献手当を新設
した。 

・ 業務貢献手当の支給決定には、人事評価の仕
組みを活用する等、人事評価結果と業務貢献手
当支給を関連付けし、職員個人・部門組織等の
業務目標に対する達成意欲の向上を促し、病院
全体の重点項目及び数値目標の達成を実現で
きる仕組みを整えた。 
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項目番号 18  

職員の実績や能力を職員
の給与に反映し、職員の人
材育成及び人事管理に活用
するための公正で客観的な
人事評価制度の構築と試行
を実施する。 

 

 

 

○人事評価システムの構築 

意欲をもって働くことができる人事評価制度の
構築に向けて、平成 28年度から、事務局非常勤職
員に対する人事評価の本格施行、事務局常勤職員
に対する試行（年度後半）を行っているが、平成
29 年度から、事務局常勤職員に加えコメディカル
職員に対して、年間を通した人事評価（試行）を
行った。 
また、職員の実績や資格等に対しても、再評価

し、特別昇給への反映などで職員のモチベーショ
ンが下がらないようにした。 
看護部においては、引き続きクリニカルラダー

評価により昇格・昇任・特別昇給を実施した。 
また、非常勤看護補助者については、評価表を

作成し、自己評価後、師長・部長等面接を行うこ
とにより、意欲向上に努めた。 
組織が望む能力を示したことで各自振り返り、教
育への希望や業務への提案をするなどの姿勢がみ
られるようになった。 
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過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 

 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
個人の目標達成が、病院

全体の重点項目・数値目

標に直結する仕組みが

整備され、進捗したと評

価 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
人事評価については、評

価対象者の範囲を広げ

（事務局常勤職員に加

え、コメディカル職員も

対象とした）、期間も半

年から年間を通した人

事評価（試行）としたこ

となどを評価し、項目全

体で特に進捗している

と評価 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
２－１－４ 事務部門の専門性の向上 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 

項目番号 21 

経営管理機能を強化する
ため、病院事務に精通し、
経営の中心となるプロパー
職員を計画的に確保する。 
また、専門性の向上に計

画的に取り組むため、診療
報酬等の医事業務や診療情
報分析、病院経営に係る財
務経営分析、危機管理等専
門性の高い業務に関する研
修への参加及び資格取得の
支援をするなど、事務部門
の病院運営や医療事務に精
通した職員を育成する。 
 

 

 
 
事務部門の専門性の向上 
・病院運営や医療事務に精通した事務職員を確保
するため、プロパー職員を計画的に採用（３人）
した。 

・専門性の向上のため、職務に関連する研修への
参加を支援した。 

 
○事務職員の状況（年度末現在）          

単位：人 

項目／年度 H27 H28 H29 

プロパー職員 53 54 57 

県派遣職員 11 9 8 

合計 64 63 65 
 

 

 

Ⅲ 

 

項目番号 20 

・プロパー職員の採用を計
画的に進めるとともに、
病院経営等に精通した外
部人材の確保（経験者採
用）に引き続き取り組む。 

・新規採用職員研修を始め
とし、事務職員としての
総合的な資質を高めつ
つ、専門性の向上を図る。 

・診療情報の分析、活用に
よる経営企画能力の向上
のため、職員の診療情報
管理士資格の取得を支援
する。 

・業務委託となっているＤ
ＰＣコーディング業務に
ついては、職員自ら行う
検証に向けた体制づくり
と能力向上に努める。 

 

 
 
事務部門の専門性の向上 
・ 事務部門の専門・階層別研修に関する方針・
計画を作成し、外部講師等を活用した研修を実
施し、職員の資質向上を図った。また平成 29
年度から新たに階層別マネジメント研修とし
て、管理職員及びチーフ級職員を対象とした研
修を実施した。 

・ 民間経験者特別研修、会計実務研修を実施し
た。 

・ 新任の主査チーフが、中堅職員向けの公開講
座に参加した。 

 
【新規採用職員の主な研修】 
①マナー・コミュニケーション研修 

 ②ワークショップ研修～配属からこれまでを 
振り返って 

【階層別マネジメント研修】 
 <管理職員及びチーフ級職員> 
  対象者数：30 人（うち事務職員 10 人） 

内  容：個人及びグループワーク 
テ ー マ：全員の知恵と力を合わせるリーダ

シップを考える 
 <チーフ級職員> 
  対象者数：34 人（うち事務職員 11 人） 
  内  容：個人及びグループワーク 
    テ ー マ：タイプ別コミュニケーション、メ

ンバー育成ほか 
【民間経験者特別研修】 

対象者数：6 人 
  内  容：個人及びグループワーク 
  テ ー マ：入職後から現在までの振り返り、

今後のキャリアデザイン 
【会計実務研修】 

対象者数：17 人 
  内  容：講義 

テ ー マ：会計書類作成の流れや注意点 
【公開講座】 

<新任の主査チーフ> 
対象者数：2 人 

  テ ー マ：中堅職員研修～管理職を補佐し、 
部の成果を出す！ 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 19 

病院特有の事務に精通
し、法人の事務及び経営の
中心となる職員を計画的に
確保するとともに、職員に
は診療報酬事務、病院経営
等の専門研修に積極的に出
席させるなど、事務部門の
専門性の向上に努める。 
また、病院経営幹部職員

も各種病院マネジメント研
修を受講し、経営改善に役
立てる。 
事務部門における診療部

門の支援・強化を図るため、
事務職員の診療情報管理士
及び医療情報技師の資格取
得を支援する。 

 

 
 
事務部門の専門性の向上 
【医事課職員】 
・全国がん登録研修会   2名 
・接遇トレーナー養成研修 1名 
・診療情報管理士資格取得に向けた通信教育受講  
 2名 
   平成 29年度： 2名取得 
・診療報酬管理研修会 1名 
 
【総務課・経営企画課職員】 
・採用戦略セミナー       1名 
・情報セキュリティ対策セミナー 1名 
・診療報酬改定セミナー     1名 
・ＤＰＣデータ分析事例研究発表会（8/9）1名 
・がん登録実務初級者認定試験（8/3） 1名 
・全国がん登録実務者研修会（11/1）  1名 
・診療報酬管理士生涯教育特別研修会（6/20)1名 
 
【事務職員の状況】 

区分 27年度 28年度 29年度 

プロパー 19 名 17 名 18名 

県派遣 8 名 8 名 7名 

合計 27 名 25 名 25 名 
※各年度 3.31時点 

 

 

Ⅲ 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 

継続的に取組ができて

いるが、平年並みの実

績と評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
階層別マネジメント研

修の導入など、事務部門

の専門性の向上に関す

る取組を評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実
施できているが、平年並
みの実績と評価。 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 

昨年度の評価結果に対する取組状況 

 



7 
 

県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
２－１－５ コンプライアンス（法令や倫理の遵守）の徹底 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 
項目番号 22 
医療法をはじめとする国

の法令や関係規程、法人が
定める倫理方針や各種規程
を遵守し、職員に対し定期
的な意識啓発を実施する。 
監事監査、内部監査、監

査法人監査等の実施によ
り、チェック体制を確立し、
コンプライアンスを確実な
ものとする。 
岐阜県情報公開条例に基

づく公文書の公開及び岐阜
県個人情報保護条例その他
法人規程に基づくカルテ等
医療情報の開示を着実に行
い、医療の透明性を確保す
るとともに、医療情報提供
の環境を整備する。 
 

 
 
・新規採用職員に対して個人情報保護に関する研
修を行った。 

・平成 29 年 10 月、全職員を対象にした個人情報
保護に関する研修を実施し、133人が参加した。 

・監事監査、内部監査及び監査法人監査の実施に
より、コンプライアンスを徹底した。 

 

 

Ⅲ 

 

項目番号 21 

１ 業務執行におけるコン 
プライアンスの徹底 

・監事監査、内部監査を引
き続き定期的に実施し、
適正な業務執行の確認体
制を継続する。 

・コンプライアンスの体制
を確立するため、就業規
則や倫理規程等のパンフ
レットを作成し、教育研
修やさまざまな会議を通
じて意識啓発や周知徹底
を図る。 

・岐阜県情報公開条例及び
岐阜県個人情報保護条例
に基づきカルテ等医療情
報の開示を行う。 

 
 

 
 
・ 監事監査や内部監査による確認指導に加え、
新規採用職員に対しするコンプライアンス研
修を実施し、当院の職員としての意識啓発及び
周知徹底を行った。 

 
【コンプライアンス研修開催実績】  単位：人 

開催期
間 

講師・開催回数 参加者 

H29.4 ～
H30.3 

講師：事務局長及び 
人事給与担当職員 

開催回数：12 回 
91 

 

 
 
Ⅲ 

 
項目番号 20 
県立病院としての公的使

命を適切に果たすため、医
療法をはじめとする関係法
令を遵守するとともに、医
療情報の情報開示について
は、岐阜県個人情報保護条
例及び岐阜県情報公開条例
に基づき、適切に対応する。 
職員に対しては、コンプ

ライアンスについて研修す
るなど意識啓発に関する取
組を実施するほか、監事監
査や内部監査などによる検
証・評価に努める。 

 

 
 
医療情報の情報開示については、診療情報の提

供に関する指針に基づき、適切な対応を行った。 
 

 

 

Ⅲ 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 

継続的に取組ができてい

るが、平年並みの実績と

評価 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取組が実施で

きているが、平年並みの

実績と評価 

 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実

施できているが、平年並

みの実績と評価。 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
２－１－６ 適切な情報管理 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 
項目番号 23 
新規採用職員に対する情

報セキュリティ研修を実施
するとともに、全職員を対
象とした情報セキュリティ
研修も実施することによ
り、職員の情報セキュリテ
ィ意識の向上を図る。 
 
 

 
 
 ○適切な情報管理 
・新規採用職員に対する情報セキュリティ研修を
実施するとともに、「情報セキュリティ通信」を
随時発行することにより全職員への啓発を行
い、情報セキュリティ意識の向上を図った。 
また、情報ネットワークのセキュリティ対策、
USB メモリ等のデバイス制御、メールのウィル
スチェック等のセキュリティ対策の維持・管理
を行った。 

 

 

Ⅲ 

 

項目番号 22 

１ 情報セキュリティ対策 
の推進 

・職員等に対する情報セキ
ュリティの教育や啓発を
定期的に行い、情報セキ
ュリティ意識の向上を図
るとともに、不正プログ
ラム・不正アクセス対策
などの情報セキュリティ
対策の推進及びチェック
体制の確立を図る。 

 

 
 
・ 職員等に対する情報セキュリティ研修や、情
報セキュリティーチェック（チェックシートに
よる自己確認）を実施した。 

・  ネットワークに接続する関連システム
（NetSkateKoban）サーバーの更新、電子カル
テ端末管理システム（SkySea）のプログラムを
最新版にアップグレードする等により、不正接
続や端末管理の監視体制を強化した。 

 

 

 

Ⅲ 

 

項目番号 21 

情報セキュリティ基本方
針･対策基準に基づく業務
の情報セキュリティ対策の
充実及びチェック体制の確
立に努めるとともに、職員
等を対象に院内研修を実施
し情報セキュリティ意識の
向上に取り組む。 

 

 
 
○適切な情報管理 

新規採用職員に対する情報セキュリティ研修
を実施するとともに、日々進化する未知のウイル
ス・不正プログラムに対応するため次世代ファイ
アウォールを導入し、セキュリティ強化を図った。 

 

 

Ⅲ 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的に取組ができて

いるが、平年並みの実

績と評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取組が実施で

きているが、平年並みの

実績と評価 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実施

できているが、平年並み

の実績と評価。 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 

昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
２－２－１ 多様な契約手法の導入 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 
・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 
項目番号 24 
業務内容の集約化・簡素 

化・迅速化・費用削減等の
提案を評価するプロポーザ
ル方式による業者選定や複
数年契約等多様な契約手法
の導入を検討する。 
また、ベンチマーク分析

や経費圧縮等に関するアド
バイザーを活用することに
より、効果のある契約方法
の検討と経費の節減を図
る。 
 
 

 

 
○多様な契約手法の導入 
・複数年契約等を導入し、集約化・簡素化による
経費の削減を図った。 

・診療材料について、ベンチマークを活用して新
規採用品目の価格を抑えるともに、既存使用品
目も継続して価格交渉を行い、節減効果を維持
した。ベンチマークを活用した価格交渉や品目
切替の結果、年間約 3,600 万円のコスト削減が
できた。 

・継続して各部署における診療材料の定数品目及
び数量の見直しを行い、効率的管理を推進した。 

・複数メーカーの機種選定を勧め、ベンチマーク
を利用した交渉による医療機器の購入を行い、
当初の予定金額より年間約１億 3,900 万円のコ
スト削減ができた。 

・医療機器保守については、交渉等による見直し
により３件約 557万円のコスト削減ができた。 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 23 

・契約方法の点検を行い、
プロポーザルや複数年契
約などの多様な契約手法
についての検討を行う。 

・高度医療機器において購
入後のメンテナンス費用
も含めた契約など、仕様
を含めた契約方法につい
ての検討を行う。 

・引き続き「病院経営に関
するコンサルタント業
務」を活用することによ
り 効果的な契約方法や
費用の妥当性についての
情報収集及び検討を行
う。 

 

 
 
・ 医療機器の保守点検業務委託について、複数
の機器の包括契約や複数年契約により経費の
節減を図った。 

・ 警備業務、清掃業務、新中央診療棟整備包括
支援業務、新中央診療棟等基本設計・実施設計
業務については、プロポーザル方式による業者
選定を実施し、複数年契約を締結した。 

 

 

Ⅲ 

 

項目番号 22 

他の病院の取組を参考
に、複数年契約や複合契約、
長期継続契約などの多様な
契約手法の検討、導入によ
り、契約事務の集約化・簡
素化・迅速化を図る。 
特に、高度医療機器につ

いては、購入後のメンテナ
ンス費用も考慮する必要が
あることから、メンテナン
スも含めた入札及び契約方
法の導入について検討を行
う。 
また、既に締結した保守

契約については、常に見直
しを行い、病院全体として
支出を抑えていくよう精査
を行う。 
薬剤・診療材料の購入に

あたっては、より安価に購
入するよう努める。 

 

 
 
○多様な契約手法の導入 
【管財担当】 
・平成 29 年度分からの電気受給契約については、
契約方法を一者随契から一般競争入札とし、経
費削減を図った。 

・医療機器のメンテナンス費用（保守委託）につ
いては、各部門長及び実施業者と業務内容の精
査とその必要性を協議し、複数年契約業務も含
めてスポット契約に切り換える等大幅に内容を
見直し、経費削減を図った。 
 

単位：千円（税込） 

 
・今後、見直しによる修繕費の増加も考えられる
ため、見直しに伴う各機器の保守委託料とスポ
ット契約後の修繕費を集計し、複数年度で比
較・分析の上、関係部署とより有利な契約方針
を決定していくこととする。 

 
○次の維持管理業務については、平成 30 年度から
３年間の複数年契約を改めて締結し、契約事務
の集約化・簡素化・効率化を図るとともに、経
費の節減に努めた。 

・警備業務、機械、監視室等保全管理及び電話交
換業務、 建物清掃委託業務 

 

契約額 H28 H29 減額 

電気料金 81,425 78,376 ▲3,049 

放射線機器保守 
11 件 

66,871 51,202 ▲15,669 

検査装置保守
7 件 

12,164 4,115 ▲8,049 

計 160,460 133,693 ▲26,767 

 

 

Ⅳ 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
ベンチマークを活用し

た価格交渉や品目切替

によるコスト削減に加

え、その他も継続的な

取組が実施できてお

り、項目全体で特に進

捗していると評価。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取組が実施で

きているが、平年並みの

実績と評価 

 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
電気受給契約について
は、一般競争入札を導入
することにより経費削減
を図っている。また、医
療機器のメンテナンス費
用（保守委託）について
は、業務内容を精査し、
複数年契約業務も含めて
スポット契約に切り換え
る等大幅に内容を見直
し、経費削減を図ってい
る点を評価し、項目全体
で特に進捗していると評
価。 

昨年度の評価結果に対する取組状況 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
２－２－２ 収入の確保 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 

 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 

 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 
項目番号 25 

１ 効果的な病床管理、医 
療機器の効率的な活用 
長期入院の患者数を常に

把握しながら空床管理マニ
ュアルを活用し、あわせて
病診連携による退院調整を
促進し、在院日数の短縮及
び病床利用率の向上に努め
る。 
また、医療機器について

は、開放型病床登録医師と
の病診連携を密にし、開放
型病床を活用することで、
医療機器の稼働率の向上に
努める。 
ＣＴ、ＭＲＩ及び上部消

化管内視鏡検査について
は、検査のみの希望も病診
連携部を介したＦＡＸ予約
を可能とし、医療機器の効
果的な活用に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 未収金の発生防止対策 

診療費に係る未収金の発 
生防止対策として、緊急に
入院となった患者への面談
を実施することで保険確認
や支払相談に早期に着手す
ることで未収金発生の未然
防止を徹底する。 
また、平成２３年１０月

から導入した入院患者に対
する退院時請求・支払が行
える体制を定着化させると
ともに支払に関する相談に
応じる体制も確保する。 
やむなく未収金となった

場合には、支払計画の作成
を促すとともにその履行を
確認し、早期の督促、催告
を実施する。あわせて回収
が困難と見込まれる未収金
については、平成２２年度
末から実施した債権回収業
務（弁護士法人）を引き続
き委託することで、効果的、
効率的な未収金回収に努め

 
 
１ 効果的な病床管理、医療機器の効率的な活用 
・適切な病床管理による病床利用率の向上に努め
たほか入院診療単価の増額による収益確保に努
めた。 

・地域の医療機関等との連携として、共同指導や
病床・設備の開放を行い病診連携を推進した。 

・登録医からの FAXによる MRI、CT、胃カメラ等の
検査予約を実施した。 

 
○FAX による検査予約実績        単位：件                  

項目／年度 H27 H28 H29 

FAX予約 1,052 816 979 

 
○収入関係数値 

 
H27 H28 H29 

H29
/ H 2 8 

外
来 

患者数 人 340,070 333,749 336,658 100.9% 

平均患者数 人/日 1,399 1,373 1,380 100.5% 

診療額 百万円 5,449 5,826 5,818 99.9% 

診療単価 円/日 16,023 17,458 17,282 99.0% 

入
院 

患者数 人 189,348 189,660 192,924 101.7% 

平均患者数 人/日 517 520 529 101.7% 

診療額 百万円 14,759 14,802 15,338 103.6% 

診療単価 円/日 77,948 78,044 79,501 101.9% 

在院日数 日 11.7 11.9 12.0 100.8% 

病床利用率 ％ 87.7 87.0 87.5 100.6% 

 
２ 未収金の発生防止対策等 
＜発生防止＞ 
・入院説明室で、入院決定時に概算費用の提示や
福祉制度の説明など医療相談員への仲介を実施
した。また、入院患者には原則として限度額認定
証の提示を求めていることを説明し、その手続き
を依頼した。 
・医療相談員により、救急搬送患者に対する身元
確認、保険確認を早期に行い、医療保険制度の活
用を紹介するなど高額な患者負担額とならない
よう努めた。 
・出産に伴う入院費について、出産一時金直接払
制度を全ての出産について利用していただくよ
う徹底を図った。制度の利用が困難な事案につい
ては、医療相談員の介入を早期に実施し、退院時
の支払が出来るよう支援を行った。  
＜回収＞ 
・毎月２回、定期に督促状を発布し、早期に未収
金回収に着手した。 

・督促状発布後、随時催告状を発送するとともに
必要に応じ夜間電話催告や臨宅催告を行った。 

・未納者が受診した際には、面談による納付催告
を実施した。 

・回収困難な未収金について、弁護士法人に回収
業務を委託し、回収の実績を上げた。 

 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 24 

１ 効果的な病床管理、医 
療機器の効率的な活用、
ＤＰＣの推進 

・在院日数、患者数等につ
いて定期的に分析、報告
するとともに、病診連携
などによる退院調整を促
進し、適正な在院日数を
維持しつつ、医療の質向
上をふまえた入院単価の
向上を図る。 

・施設基準の内容について
精査を進め、算定項目の
早期届出に努めるととも
に、収益の向上のための
情報収集、検証を進める。 

・高度医療機器の共同利用
促進については、継続的
に検査情報を提供しなが
らＰＲを進めるほかに、
Ｗｅｂ検査予約サービス
の導入を検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 未収金の発生防止対策 等 
・医療相談担当と医事担当
との連携を図り、診療の
初期段階から患者の状況
に応じた制度の適用等に
ついて積極的に介入して
いく。 

・未収金管理システムを活
用し、患者個々の状況に
応じた適切な対応を図
る。特に未収金管理にか
かる標準的な処理手順を
確立し、確実な収納を進
めていく。 

・弁護士事務所への未収金
回収委託を継続し、債権
の徴収状況を定期的に把
握しながら効果的な回収
に努める。未収患者及び
その家族受診の場合は、
窓口での収納に努める。 

 

 
 
１ 効果的な病床管理、医療機器の効率的な活
用、ＤＰＣの推進 

・ ＤＰＣデータを基にした分析システムを活用
し、病院の現状を明確化することにより診療報
酬に直接関係のあるＤＰＣ機能評価係数を上
げることができ、経営向上、医療の質向上を図
った。 
※ ＤＰＣ機能評価係数Ⅱ 

    H27 年度係数 0.0643 
    H28 年度係数 0.0758 
    H29 年度係数 0.0762 
 
【病床管理状況】 

項目＼年度 H27 H28 H29 

新規入院患者 
（単位：人） 

13,984 13,886 14,498 

延入院患者 
（単位：人） 

171,656 172,398 176,770 

平均在院日数 
（単位：日） 

全体 11.3 11.4 11.2 

一般 10.6 10.8 10.6 

一人当たり 
入院単価 
（単位：円） 

全体 63,511 65,152 66,161 

一般 
66,21

0 
67,672 68,689 

  
 （参考） 

項目＼年度 H27 H28 H29 

一日当たり外来患者数 
（単位：人） 

1,191  1,119 1,115 

一人当たり外来単価 
（単位：円） 

15,963  16,990 17,575 

 
 
２ 未収金の発生防止対策等 
・ 医療相談担当と医事担当との連携を図り、診
療の初期段階から患者の状況に応じた制度の
適用等について積極的に介入を行った。 

・ 弁護士事務所への未収金回収委託を継続し、
未収金管理システムを活用して債権の徴収状
況を定期的に把握しながら効果的な回収を進
めた。 

【未収金の発生状況】    （各年度末時点※） 
   H27 H28 H29 

件数 
（件） 

金額 
（千円） 

件数 
（件） 

金額 
（千円） 

件数 
（件） 

金額 
（千円） 

 
過年分 483 33,903 422 29,625 315 30,815 

 
現年分 281 17,061 582 22,760 487 22,584 

 
合計 764 50,964 1,004 52,385 802 53,399 

※年度末時点での 4 月以降の診療報酬収納分を除く 

 

 

Ⅲ 

 

項目番号 23 

１ 効率的な病床管理、医 
療機器の効果的な活用 
病床利用率については、

常勤医師の確保により入院
患者数の増加を目指すとと
もに、病棟ごとの利用率を
常に把握し、病院全体とし
て効率的な活用ができるよ
う病床管理を徹底する。 
また、開放型病床の活用

に努め、地域の医療機関と
共同で治療を行うことによ
り、病診連携の強化ととも
に収益確保を図る。 
医療機器については、医

師確保により稼働率の向上
を目指すとともに、有効活
用の視点から開業医等の受
託促進に努める。 
診療科毎の収益改善、医

業費用の効率向上や削減に
向けて取り組んで行く。 
・ＤＰＣデータ提出加算の 

取得によるデータ分析及
び活用 

・地域包括ケア病棟の稼働 
率向上と効率的な運用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 未収金の発生防止対策等 
未収金の発生防止対策と

して、患者負担分の支払相
談に早期に着手し、公的制
度の利用確認等による発生
の未然防止に努めるほか、
発生リスクの軽減を図るた
め、クレジットカード収納
の導入等を検討していく。 

 
 
１ 効率的な病床管理、医療機器の効果的な活用 

病棟ごとの稼働率を常に把握し、病院全体とし
て効率的な活用ができるよう病床管理の徹底を引
き続き実施。 
「地域包括ケア病棟」について、週２回の定例

転棟会議を実施するとともに、急性期病棟の稼働
状況に合わせ、臨時の転棟会議を実施するなど、
効率的な運用により入院収益の向上を図った。 
 
【病床利用率（新病院：26 年 5 月分から）】 

病棟 27 年度 28 年度 29 年度 

東３ 63.3 % 68.3 % 70.4 % 

東４(包括ケア) 77.1 % 77.6 % 78.9 % 

東５ 84.1 % 84.9 % 85.9 % 

西３(回復期) 92.5 % 91.3 % 87.1 % 

西４(包括ケア) 60.0 % 77.8 % 79.6 % 

西５ 70.2 % 83.2 % 84.7 % 

全体 74.0 % 80.5 % 81.3 % 

注１）届出病床数 206 床 
注２）東４：H26.9～地域包括ケア病棟移行 
注３）西４：H28.3～地域包括ケア病棟移行 
 
【その他の指標】    単位 収益:千円,単価:円 

項 目 27 年度 28 年度 29 年度 

入院延患者数 55,812 名 60,489 名 61,098 名 

1 日平均 
入院患者数 

153 名 166 名  167 名 

平均在院日数 14.4 日 13.6 日 12.6 日 

入院収益 2,067,139 2,194,896 2,275,630 

入院診療単価 37,038  36,286  37,246  

外来延患者数 87,224 名 84,082 名 85,636 名 

1 日平均 
外来患者数 

359 名 346 名 351 名 

外来収益 1,004,303 967,636  995,504  

外来診療単価 11,523  11,508  11,625  

室料差額収益 8,207 9,128 6,928 

受託検査収益 1,976 1,943 2,337 

注１）平均在院日数は重症者・回復期病棟等を除く 

注２）金額は税込で表示 

 
 
２ 未収金の発生防止対策等 
未収金発生防止については、入院費用等に高額

療養費限度額適用(現物給付)や出産育児一時金直
接支払制度利用等勧めるとともに、医療相談によ
り、各種福祉制度の申請や市の福祉担当者との連
携を図るなど、診療費の負担軽減に努めた。 
発生した未収金に対しては、電話や臨宅による

催告必要に応じて実施し、分納制度を活用するな
どして回収に努めた。 

 

 

 

Ⅲ 
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 

 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 

 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 診療報酬改定に対応し 
た各種施設基準への対応 
と取得 
平成２８年診療報酬改定 

及びその後の改定に的確に
対応し、収支の向上に繋が
る施設基準についてはその
体制整備等を行い、速やか
に届出等を行う。また、届
け出た施設基準、特に、総
合入院体制加算や地域医療
支援病院入院診療加算等収
入への影響が大きい加算に
係るものについては、その
算定基準（要件）を維持し、
そのための体制を構築す
る。 
・総合入院体制加算：退院 

時診療情報添付加算算定 
割合 ４０％以上 

・地域医療支援病院入院診 
療加算：紹介率 ５０％ 
以上、逆紹介率 ７０％ 
以上 

 
４ 国の医療制度改革や診 
療報酬改定等の迅速な対 
応 
当センターが指定を受け

たＤＰＣ医療機関群Ⅱ群を
維持するため、診療密度、
複雑性指数などの各指標に
ついて、診療内容等の分析、
改善に取り組む。 

○回収実績（年度末現在） 

項目／年度 H27 H28 H29 

委託金額 
（単位：千円） 

147,186 157,246 165,886 

回収金額 
（単位：千円） 

59,950 66,898 75,693 

回収率（単位：％） 40.7 42.5 45.6 
 
○未収金発生状況（翌年度５月末現在） 

 
３ 総合入院体制加算として退院時の開業医への
紹介率等の向上 

・総合入院体制加算（退院時診療情報添付加算算
定割合：40％以上）及び地域医療支援病院入院診
療加算（紹介率：50％以上、逆紹介率：70％以上）
の算定基準（要件）を大幅に超えることができた。 

 
○紹介率・逆紹介率等 

項目／年度 H27 H28 H29 

紹介率（単位：％） 64.1 72.3 75.3 

紹介実施件数 
（単位：件） 

16,440 15,619 15,954 

逆紹介率（単位：％） 84.2 94.1 99.2 

逆紹介実施件数 
（単位：件） 

20,111 20,338 21,017 

退院時加算 
（単位：％） 

49.9 48.5 46.8 

 
 
 
 
 
 
４ 国の医療制度改革や診療報酬改定等の迅速な
対応 

・DPCⅡ群要件となっている診療密度等の各指標に
ついて、維持向上やベンチマーク分析を行った。
また、診療報酬改定による新規項目で収益増につ
ながるもの（特定集中治療室管理料１、総合入院
体制加算２、認知症ケア加算等）については算定
を行うよう対応し、体制整備により収益増につな
がると見込まれるもの（診療録管理体制加算１、
看護職員夜間配置加算、入退院支援加算等）につ
いては院内で情報を共有し、必要なシミュレーシ
ョンを行った。 

 
H27 H28 H29 

件数 
金額 
(千円) 

件数 
金額 
(千円) 

件数 
金額 
(千円) 

過年 
度分 

522 50,184 415 46,813 406 50,843 

現年 
度分 

319 24,854 263 30,739 246 19,660 

合計 841 75,038 678 77,552 652 70,503 

 
３ 国の医療制度改革や診 
療報酬改定等の迅速な対  
応 

・地域医療構想、第７次医
療計画及び将来の人口動
態も勘案しながら、地域
の基幹病院及び急性期病
院としてあるべき形の検
討を進める。 

・国の医療制度改革に柔軟
に対応できる新中央診療
棟の整備を進める。 

・診療報酬改定に向けた体
制を進めるとともに、診
療収入の確保につながる
各種検討を行う。 

 
 

 
３ 国の医療制度改革や診療報酬改定等の迅速
な対応 

・ 年齢別・地域別患者動向の検証を通じ、高齢
化に伴う状況把握に努めた。また、近隣医療機
関との連絡会議等を通じて、関係の強化、動向
把握に努めた。 

・ 医療政策において医療機能の分化・連携が推
進される中、こうした行政政策に的確に対応で
きるよう救命救急センターや放射線診断部門
の拡張、医療機器の更新等、各部門の意見を聞
きながら基本設計を進めた。 

・ 各種説明会への参加等により、中央社会保険
医療協議会での検討状況等の早期把握に努め、
診療報酬委員会等で情報提供を行うと同時に、
関係部署との調整に努め、早期の算定を実現し
た。（抗菌薬適正使用支援加算、医療安全対策
地域連携加算、急性期一般入院基本料Ⅰなど） 

 
 
 

 
 

発生した未収金に対して
は、必要に応じて電話催告
や臨宅を実施し、分納制度
等を活用するほか、回収困
難な事例については、少額
訴訟制度の活用を活用し、
未収金回収に努力してい
く。 
使用料・手数料について

は、県内の公立病院及び民
間病院の状況を把握するこ
とで、適正な使用料・手数
料の算定ができるよう努め
る。 
 
 
３ 施設基準の取得 
非常勤医師の常勤化や経

験年数等の資格を満たした
医師の確保、医療スタッフ
の採用等により新たな施設
基準の取得を目指す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 国の医療制度改革や診 
療報酬改定等の迅速な対 
応 
国の医療制度改革や診療

報酬改定等については、情
報収集を行い速やかに対応
する。 

 

（参考） 
【未収金の発生状況と未収額】 (金額：千円) 

項 目 27 年度 28 年度 29 年度 

現年度件数 214 件 185 件 161 件 

未収金額 7,665  4,389  5,480  

※未収金額は、翌年度４月末までに納付されなか
った金額。 

 
 
 
 
 
 
 
３ 施設基準の取得 

入院基本料７対１看護体制の維持とともに平成
２９年度に次の施設基準を届出・算定開始した。
診療録管理体制加算については、常勤の診療情報
管理士が確保できず下位変更となったが、引き続
き取得に努める。 
 ＜基本＞ 
 ・ 診療録管理体制加算２  平成 30 年 1 月 1 
   日取得（１から２へ下位変更） 
 ＜特掲＞ 
 ・ 乳がんセンチネルリンパ節加算１及びセン

チネルリンパ節生検(併用)    
   平成 29 年 9 月 1 日取得 
 ・ 乳がんセンチネルリンパ節加算２及びセンチ 
  ネルリンパ節生検(単独)       
  平成 29 年 9 月 1 日取得 
 
 
４ 国の医療制度改革や診療報酬改定等の迅速な 
対応 

 診療報酬の改定に対応するため、医事課及び経営
企画課職員が、外部で行われた各種研修会へ参加
するとともに、院内各部署への説明会を行った。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
未収金回収や各種施設基

準の対応が確実に実施で

きたことに加え、その他

も継続的に取組が実施で

きており、項目全体で特

に進捗していると評価。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
ＤＰＣ分析等の効果に

よりＤＰＣ機能評価係

数を引き上げることが

でき評価できるが、項目

全体としては、平年並み

の実績と評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実施

できているが、平年並み

の実績と評価。 

 

 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 
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県立病院法人(三病院共通)委員検証シート 

 
２－２－３ 費用の削減 

岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

 
項目番号 26 

１ 医薬品・診療材料等の 
購入方法の見直し、適正 
な在庫管理の徹底 

・医薬品については、全国
自治体病院協議会医薬品
ベンチマーク・分析シス
テム事業に参加するとと
もに、経費圧縮等に関す
るアドバイザーを活用す
ることにより、医薬品の
適正な管理、購入価格の
削減に努める。 

・診療材料については、他 
医療機関等の購入価格情
報をコンサルタント等に
委託し、情報収集すると
ともに、積極的な価格交
渉を実施し、購入価格の
削減に努める。 

・ＳＰＤ業務として各部署 
の棚卸を実施し、診療材
料の適正な管理に努め
る。 

・材料費について医業収益 
の３０％以下（高額医薬
品及び重症心身障がい児
施設を除く。）を目指す。 

 
 
 
２ 後発医薬品の効率的採 
 用 
診療に支障を来さない後

発医薬品への円滑な切り替
えを推進し、後発医薬品指
標（係数）が向上すること
に伴う収益の向上と、包括
範囲におけるコスト削減に
努める。 

 
 

 

 
１ 医薬品・診療材料等の購入方法の見直し、適
正な在庫管理の徹底 

・医薬品・診療材料等の購入方法の見直し、適正
な在庫管理の徹底や後発医薬品（ジェネリック医
薬品）の効率的採用等による費用の節減を図っ
た。 
・コンサルタント活用による情報収集と診療材料
のコスト削減に取り組んだ。 

 
○医業収益に対する材料費比率    単位：％ 

項目／年度 H27 H28 H29 

材料比率  ※1 30.9 31.4 29.4 

(内 薬品費)  ※2 14.7 15.6 13.2 

(内 診療材料費) 15.7 15.2 15.6 

※1 重症心身障がい児施設を除く 
 ※2 H29から高額医薬品を除く 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 後発医薬品の効率的採用 
・先発医薬品から後発医薬品（ジェネリック医薬
品）に、院内コンセンサスを得ながら切替えを
促進した。 

 
○ジェネリック医薬品使用率           単位：％             

項目／年度 H27 H28 H29 
対全医薬品 ※1 20.9 21.9 24.9 
対後発医薬品がある医
薬品※2 

80.7 85.5 84.3 

※1：［後発医薬品の数量］/[全医薬品の数量］ 
※2：［後発医薬品の数量］/([後発医薬品のある先 

発医薬品の数量]+[後発医薬品の数量]) 
 
 
 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 25 

１ 在庫管理の徹底などに 
よる費用の節減 

・ＳＰＤ運用管理業務を活
用し、診療材料の院内在
庫の抑制に努める。 

・診療材料について、同種
材料の価格ベンチマーク
徹底を図り、費用の節減
を図る。 

・「病院経営に関するコン
サルタント業務」を活用
し、薬品及び診療材料に
かかる費用の節減を図
る。 

・診療材料の納入業者の削
減や納入方法などを検討
し、効率的かつ費用削減
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 有効性・安全性に考慮 
した後発医薬品の採用 

・後発医薬品の新規採用に

ついては，現状の使用率

８０％以上を目途に適宜

対応する。 

 
 
１ 在庫管理の徹底などによる費用の節減 
・ ＳＰＤ運用管理業務を活用し、診療材料の院
内在庫の抑制に努めた。またＳＰＤ運営管理業
務の平成３１年度契約更新に向け、ＳＰＤ管理
の貯蔵品以外の診療材料（医療現場に直接納品
される診療材料等）を含めた一元的な在庫管理
の実現や、使用期限管理、実績管理等を強化に
ついて検討を行った。 

・ 診療材料のベンチマークシステムや医療コン
サルタントを活用し、納入業者や納入品目の集
約により診療材料費の節減に努めた。 
削減額（年間予定数量ベース）：約 1,800 万円 
納入業者の集約：２８社 → ２０社 

 
【医業収益に対する材料費比率】    単位：％ 

区分＼年度 H27 H28 H29 

薬品費 15.62 16.10 15.91 

診療材料費 10.12 9.73 10.34 

材料費全体 26.03 26.39 26.32 

                 
【薬品費及び診療材料費】         単位：千円           

区分＼年度 H27 H28 H29 

薬品費 2,459,254 2,619,397 2,689,702 

診療材料費 1,592,602 1,582,848 1,747,406 

 
 
 
２ 有効性・安全性に考慮した後発医薬品の採用 
・ 医薬品納入業者に採用薬品に対する後発医薬
品の提案を求め、実質的な薬品費削減効果も考
慮しながら、薬剤部主導で後発品の切り替え等
を行った。 

  
【後発医薬品（ジェネリック）の使用比率】  

単位：％ 

区分＼年度 H27 H28 H29 

品目ベース 69.90 70.56 72.60 

数量ベース 82.44 89.55 93.05 

金額ベース 35.70 38.04 34.60 

 ※使用比率は後発医薬品がある中での割合 

 

 

 

Ⅳ 

 

項目番号 24 

１ 在庫管理の徹底等 
薬剤・診療材料及び消耗

品については、現場からの
提案を取り込むほか、物流
管理システムによる在庫管
理を徹底するとともに、新
規品目採用時には、原則と
して類似品目を廃止するこ
とで、費用の節減を図る。 
また、５Ｓ(整理・整頓・

清掃・清潔・しつけ)活動を
推進することにより、作業
効率の向上や不要在庫の減
少などコスト削減に努め
る。 
 

２ 後発医薬品の効率的採用 
有効性・安全性を考慮し

つつ、先発医薬品を後発医
薬品に変えるよう努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 経営意識の向上 
毎月の経営情報を院内掲

示板で提供することで、職
員全員の経営意識を向上さ
せ、一層の費用削減に繋げ
る。また、常にコストを意
識し、経費、試薬、消耗品
等の節約に努める。 
 
 
 
 
４ 内部牽制機能の強化 
より安価でより効率的な

執行に努めるとともに、内
部牽制機能を強化すること
で、安易な執行の抑制を図
る。 

 

 
 
１ 在庫管理の徹底等 
医薬品・診療材料における物流システム、給食

材料における栄養管理システムの活用により重複
購入・期限切れによる廃棄物品の削減など適正在
庫の実現と在庫圧縮に努めることで費用節減を図
ったほか、より安価な物品の発掘に努め、医療現
場、各委員会でそれらの採用をを諮り、積極的に
類似物品の切り替えを実施した。 

 
【医業収益に対する材料費比率】 

項目 27 年度 28 年度 29 年度 

薬品費 10.2 % 9.8 % 10.3 % 

診療材料
費 

5.6 % 5.2 % 5.4 % 

給食材料
費 

1.0 % 1.0 % 1.0 % 

材料全体 16.8 % 16.0 % 16.7 % 

 
２ 後発医薬品の効率的採用 
処方オーダーシステムを改善し、医師の後発医

薬品への処方変更を容易にする環境を整えた。今
後も、引続き後発医薬品の採用、先発薬品からの
切り替えなどの検討を重ね、採用品目の見直しを
図る。 
 また、新規収載医薬品や新たな後発品の採用と
使用頻度の少ない医薬品の整理により、品目ベー
スの比率は変動していないが、後発品の採用状況
の変化により使用量ベースでは増加している。今
後も使用頻度の変動を観ながら、使用量の増加が
見込める効率的な後発品の採用を考慮していく。 
 
【ジェネリック医薬品の採用比率】 

採用比率 2 7 年 度 2 8 年 度 2 9 年 度 

品目ベース 9.3 % 9.2 % 9.2 % 

使用数量ベース(※) － 31.4 % 37.8 % 

※後発医薬品／（後発＋先発医薬品） 
 
３ 経営意識の向上 
○ 経営概要（業務量、収支状況）を院内の掲示
板「サイボウズ」に掲示し、職員の経営意識の
向上を図り、日々の業務において改善できるこ
とは直ぐに実行し、費用削減に努めた。 

○ 食材費について、食材メーカー、納入業者及
び食材等の見直しを進めた結果、目標としてい
た 1 日 1 人当たり 650 円以下を達成した。 

項目（税込金額） 27 年度 28 年度 29 年度 

食材費／日・人 668 円 643 円 638 円 

 
４ 内部牽制機能の強化 

物品の請求の際は各部署において責任者(看護
部の場合は各セクション責任者から看護部)の承
認を受けて請求する等の内部管理体制を徹底し
た。 
平成 28 年度の総務課用度担当の執行内容を対

象とした監査に引き続き、平成 29 年度は、経営企
画課情報担当及び看護部の執行内容について内部
監査を実施した。 

 

 

Ⅲ 
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岐阜県総合医療センター 岐阜県立多治見病院 岐阜県立下呂温泉病院 
H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 H29 年度計画 年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

・特に進捗した取組 

・その他の主な取組 

・今後の課題・問題点（●） 

自己 

評価 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
材 料 比 率 に つ い て

29.4%と年度計画の目標

を達成できたことに加

え、その他も継続的な取

組が実施できており、項

目全体で特に進捗してい

ると評価。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
納入業者の集約やベン

チマーク等による分析、

医療コンサルタントの

活用により効果的に価

格交渉に臨むことがで

き、材料費の節減で一定

の成果を得た。 

過去の実績報告書に記載された改善方策（改善が完了した

ものを除く。） 

 

自己評価理由 

 
継続的な取り組みが実施

できているが、平年並み

の実績と評価。 

昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 昨年度の評価結果に対する取組状況 

 


